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       普通法人又は協同組合等となった旨の届出書
 

※ 整 理 番 号  

（フリガナ） 

法 人 名  

本店又は主たる

事務所の所在地

〒 

 

     電話(   )    ―     

納 税 地
〒 
 
  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名                          ○印 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

税務署長殿 

 
 

普通法人又は協同組合等に該当す

ることとなったので届け出ます。 代 表 者 住 所
〒 
 
     電話(   )    ―     

名   称 所    在    地 

  

  

  

事

業

の

目

的 

(定款等に記載しているもの) 

 

 

 

(現に行っている又は行う予定のもの) 

支
店
・
出
張
所
・
工
場
等   

該当することとなった日 平成  年  月  日 事業年度 （自）  月  日 （至）  月  日 

該 当 理 由 

１ 公益認定の取消し 

２ 法人税法施行令第３条第１項又は第２項の規定に該当しなくなった場合 

３ その他(                                 ) 

該 当 す る こ と と な っ た 日 に お け る

源 泉 徴 収 義 務 の 有 無
有 ・ 無 

該 当 す る こ と と な っ た 日 に お け る

消 費 税 課 税 事 業 者 の 状 況
該 当 ・ 非該当 

氏 名 
 

関 与 

税 理 士 
事務所所在地 

 

 

 

電話（   ）    －     

添

付

書

類

等 

 

１ 定款等の写し 

２ 登記事項証明書（履歴事項全部

証明書）、登記簿謄本又はオンラ

イン登記情報提供制度利用 

（照会番号：     ） 

（発行年月日： 年 月 日） 

３ 貸借対照表 

４ その他 

（備 考） 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印 

 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 入力  名簿  通信日付印 年  月  日 

確認

印 
   

 

（

規

格

Ａ

４

） 



普通法人又は協同組合等となった旨の届出書の記載要領等 

 

 公益法人等（収益事業を行っていないものに限ります。）が普通法人又は協同組合等（法人税法別表第３に掲げ

る法人）に該当することとなった場合には、その該当することとなった日以後２月以内に普通法人又は協同組合等

となった旨の届出書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならないことになっておりますので、下記の記載方

法を参考としてこの届出書を作成し、添付書類を添えて提出してください。 

記 

１ 提出部数及び添付書類等 

  この届出書は、次に掲げる書類を添付して１通提出してください。 

 ①  定款、寄附行為、規則若しくは規約又はこれらに準ずるもの(以下「定款等」といいます。）の写し 

 ② 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）又は登記簿謄本 
(注) 「オンライン登記情報提供制度」（http://www.touki.or.jp）を利用した場合には、（照会番号    ）

及び（発行年月日： 年 月 日）欄に「照会番号」及び「発行年月日」を記載してください。この場合

には、登記事項証明書（履歴事項全部証明書）又は登記簿謄本の添付は不要です。 
 ③ 貸借対照表 

  

２ 各欄の記載方法 

 (1) 「本店又は主たる事務所の所在地」欄には、登記してある本店又は主たる事務所の所在地を記載してくだ

さい。 

 (2) 「代表者氏名」欄には、法人を代表する者の氏名を、「代表者住所」欄には、その代表者の住所地を記載し

てください。 

 (3) 「事業の目的」欄には、定款等に記載されている事業の目的のうちその主なもの及び現に行っている事業

又は行う予定の事業の種類を記載してください。 

(4) 「支店・出張所・工場等」欄には、支店の登記の有無にかかわらずすべての支店、出張所、営業所、事務

所、工場等を記載してください。 

(5) 「該当することとなった日」欄には、当該普通法人又は協同組合等に該当することとなった年月日を記載

してください。 

 (6) 「事業年度」欄には、法令、定款等により定められている会計期間を記載してください。 

 (7) 「該当理由」欄には、該当する理由の番号を○で囲んでください。 

 (8) 「該当することとなった日における源泉徴収義務の有無」欄には、その源泉徴収義務の有無のいずれか該

当のものを○で囲んでください。 
    （注）給与等の支払事務を取り扱う事務所、事業所等を設けた場合には、その事務所等を設けた日から１月以内に「給与

支払事務所等の開設届出書」を当該事務所等の所在地等の所轄税務署長に提出しなければならないことになっており
ます。 

 (9) 「該当することとなった日における消費税課税事業者の状況」欄には、その消費税課税事業者の該当又は

非該当のいずれか該当のものを○で囲んでください。  

 (10) 「関与税理士」欄には、関与税理士の氏名及び事務所所在地を記載してください。 

 (11) 「添付書類等」欄は、この届出書に添付したものの番号を○で囲んでください。 

(12) 普通法人又は協同組合等となったことに伴い、法人名の変更を行っている場合は、｢(備考)｣欄に変更前の

法人名と変更年月日を記載してください。 

(13) 「（備考）」欄には、その他参考となる事項を記載してください。 

 (14) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押

印してください。 

 (15) 「※」欄は、記入しないでください。  


